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　設定来の基準価額の推移
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純資産総額(右軸)

ベンチマーク(左軸)

分配金再投資基準価額(左軸)

基準価額(左軸)

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※ベンチマークの設定来騰落率は設定日前営業日の終値との比較です。

※ベンチマークの騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率0.209％（税抜0.19％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※ベンチマークは、日経平均トータルリターン・インデックスおよび東証REIT指数（配当込み）を50:50とした合成指数です。

設定日前営業日を10,000としてＳＢＩ岡三アセットマネジメントが指数化しております。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

2021/9/8 0 円

2022/9/8 0 円

2023/9/8 0 円

2024/9/9 0 円

2025/9/8 0 円

設定来合計 0 円

　最近5期の分配金の推移

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 4.38% 2.28% 11.11% 40.20% 60.16% 151.40%

ベンチマーク 4.03% 1.98% 10.84% 40.28% 61.34% 158.60%

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※当ファンドの純資産総額に対する比率です。

　ポートフォリオ構成比率

 日本インデックスオープン225・マザーファンド 52.5%

 J-REITインデックス・マザーファンド 47.4%

 短期金融商品その他 0.0%

日経平均トータルリターン・インデックスの著作権等について

・「日経平均トータルリターン・インデックス」は、株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり、株式会社日本経済新聞社は、

「日経平均トータルリターン・インデックス」自体及び「日経平均トータルリターン・インデックス」を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。

・「日経」及び「日経平均トータルリターン・インデックス」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全て株式会社日本経済新聞社に帰属します。

・本件投資信託は、投資信託委託業者等の責任のもとで運用されるものであり、株式会社日本経済新聞社は、その運用及び本件受益権の取引に関して、一切の責任を

負いません。

・株式会社日本経済新聞社は、「日経平均トータルリターン・インデックス」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を

負いません。

・株式会社日本経済新聞社は、「日経平均トータルリターン・インデックス」の構成銘柄、計算方法、その他、「日経平均トータルリターン・インデックス」の内容を変える権利及び

公表を停止する権利を有しています。

東証REIT指数（配当込み）の著作権等について

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社Ｊ

ＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証REIT指数（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証

REIT指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証REIT指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対

し、責任を負いません。当ファンドは、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、当ファンドの設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸ

は責任を負いません。

 基準価額 25,140 円

 純資産総額 36.7 億円
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　日本インデックスオープン225・マザーファンドの状況

　J-REITインデックス・マザーファンドの状況

　ファンドマネージャーのコメント

　組入上位10業種
業種 比率

1 電気機器 36.2%

2 情報・通信業 12.8%

3 小売業 11.6%

4 化学 4.5%

5 機械 4.0%

6 医薬品 3.8%

7 卸売業 3.4%

8 サービス業 3.1%

9 非鉄金属 2.9%

10 輸送用機器 2.5%

　組入上位10銘柄
銘柄名 比率

1 ファーストリテイリング 9.8%

2 アドバンテスト 9.3%

3 ソフトバンクグループ 8.9%

4 東京エレクトロン 7.8%

5 ＴＤＫ 3.1%

6 キオクシアホールディングス 2.3%

7 イビデン 2.3%

8 ファナック 2.0%

9 信越化学工業 1.9%

10 ＫＤＤＩ 1.6%

　組入上位10銘柄
銘柄名 比率

1 日本ビルファンド投資法人 7.0%

2 ジャパンリアルエステイト投資法人 5.5%

3 日本都市ファンド投資法人 5.3%

4 野村不動産マスターファンド投資法人 4.5%

5 ＫＤＸ不動産投資法人 4.2%

6 ＧＬＰ投資法人 4.0%

7 日本プロロジスリート投資法人 4.0%

8 オリックス不動産投資法人 3.5%

9 大和ハウスリート投資法人 3.4%

10 ユナイテッド・アーバン投資法人 3.4%

※各比率はマザーファンドの純資産総額

に対する比率です。

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

＜投資環境＞

国内株式市場は続伸しました。上旬は、米国株の上昇に加えて、日本企業の通期決算が堅調な内容と受け止められたことから、上昇しまし

た。中旬は、米国の物価統計が総じて強めの内容であったことから、米連邦準備制度理事会（FRB）が今後利上げに転じる可能性が意識さ

れ、下落しました。下旬は、原油価格が下落したことで国内景気の悪化懸念が和らいだことや、海外の大手半導体メーカーの良好な決算内

容が好感されたことから、上昇しました。AI関連銘柄への物色が継続したことを受けて、市場全体の値動きを表す東証株価指数（TOPIX）

と比較して半導体株の構成比が高い日経平均株価は大きく上昇しました。

Jリート市場は、月を通じて軟調に推移しました。国内のインフレや財政拡張などに対する懸念を反映する形で国債利回りが大きく上昇し

たことが嫌気されました。ただ月末にかけては、国債利回りの上昇にひとまず歯止めがかかったことや値ごろ感などが影響し、東証REIT指

数は1800ポイント近辺で一進一退の値動きとなりました。なお、Jリートによるデータセンター投資を後押しする制度の整備が進む可能性

が報じられましたが、Jリート市場への影響は限定的でした。

＜運用経過＞

当月は、マザーファンドを通じた株式およびJ-REITの実質組入比率を、各々純資産総額の50%程度で推移させました。

このような運用の結果、当ファンドの騰落率（分配金再投資基準価額）は、ベンチマークである日経平均トータルリターン・インデックスおよ

び東証REIT指数（配当込み）を50：50とした合成指数の騰落率を0.35パーセントポイント上回りました。

＜今後の運用方針＞

日経平均トータルリターン・インデックスおよび東証REIT指数（配当込み）を50：50とした合成指数に連動する投資成果の獲得を目指し

て運用を行います。マザーファンドの組入比率を高位に維持するとともに、マザーファンドを通じた株式およびJ-REITの実質組入比率が、

各々純資産総額の50%程度となるように適宜調整を行います。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。
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　ファンド情報

設　定　日 2017年9月22日

償　還　日 原則として無期限

決　算　日 毎年9月8日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色

日本株式・Jリートバランスファンド
追加型投信／国内／資産複合／インデックス型
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　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

篠山証券株式会社 近畿財務局長（金商）第16号 ○

Ｊトラストグローバル証券株式会社 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

おかやま信用金庫 中国財務局長（登金）第19号 ○

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

日本株式・Jリートバランスファンド
追加型投信／国内／資産複合／インデックス型

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。
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　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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